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台湾の GDP成長率は好調が続いている。2025年の実

質 GDP成長率は 8.76％を記録し、台湾当局（行政院）

では 2026 年の成長率を＋9.64％と予測している。こ

の成長を支えているのは、世界的な AI 関連需要であ

る。世界中で需要が増大する AI サーバーや高性能コ

ンピューターに搭載されている先端半導体チップの

製造は、ほとんどが台湾内で行われているという。 

世界経済に不可欠な存在となった台湾半導体産業

は、シリコンシールドとも呼ばれ、台湾の経済安全保

障を考える上で、必要不可欠な要素となっている。こ

れは TSMC（台湾積体電路製造）や UMC（聯華電子）、

ASE（日月光半導體）など有力な台湾半導体関連企業の

努力の賜物であるだけではない。戦後の激動の中で模

索された、台湾の生き残りをかけた「台湾流経済安全

保障戦略」といえる取り組みの成果でもある。 

日本統治時代と呼ばれる第二次世界大戦終結まで

の台湾においては、稲作やサトウキビ栽培、製糖業の

ほか軽工業などが産業の中心であった。戦後の蒋介石

率いる中華民国政府（国民党）は、経済立て直しのた

め、輸出加工型産業の振興を図る。しかし 1960 年代

までの台湾は、産業育成よりも中国大陸（共産党）へ

の反転攻勢を目指していた。 

1969 年 9 月に交通事故で負傷した蒋介石は表舞台

に立たなくなる。これと時を同じくして、1970年代に

台湾は世界の大きな流れに巻き込まれていく。 

1971年の「アルバニア決議」によって、国際連合に

おける中国代表権は、中華民国から中華人民共和国に

移されることになり、中華民国は国連を脱退。1970年

代に日本や米国は中華人民共和国との国交を樹立し、

他方で日本や米国と中華民国（台湾）との関係は実務

レベルへの交流へとシフトしていった。 

1973年 10月には第四次中東戦争の勃発によりオイ

ルショックが発生。輸出加工型産業を志向していた台

湾は、顕在化しつつあった労働力不足もあり、労働集

約型産業から高付加価値型産業への転換を迫られる

ことになる。この状況を打開すべく、同年に「十大建

設」と呼ばれる、大規模インフラ建設計画がスタート

する。台湾が国際的に孤立を深める中、重工業を中心

とした産業面を充実させることで世界と渡り合うた

めの経済力や存在感を手に入れようとする「台湾流経

済安全保障」の取り組みがここからスタートしている。 

また 1973年には、工業技術研究院（ITRI）が設立さ

れ、半導体の研究も本格化している。1974年に台北市

内の豆乳店で行われた朝食会での議論から、台湾半導

体産業の歴史が動き始めたとも言われている。この朝

食会での議論から、ターゲットを IC（集積回路）に定

め、同年には「集積回路計画」と呼ばれるプロジェク

トがスタートしている。集積回路計画では、米国企業

から IC 製造技術を導入することが決定される。この

技術を活用し、1977年には台湾で初となる 4インチウ

エハ集積回路実証プラントが立ち上げられている。 

1980年には台湾内の産業振興を目的として、台湾初

のサイエンスパークである「新竹サイエンスパーク」

がオープンしている。集積回路計画で米国から導入し

たIC技術に基づき作られたITRIの4インチウエハの

製造技術と製造工程をスピンオフする形で、1980年に

UMCが設立されている。 

そして、1985年には、テキサスインスツルメンツで

副社長や半導体部門のトップを務めた張忠謀（モリ

ス・チャン）氏を ITRIの院長として、米国から台湾に

迎え入れる。当時、ITRIや新竹に進出した半導体設計

会社が開発した高性能半導体を、台湾の半導体製造事

業者では生産できないことが発覚。モリス･チャンは、

予算制約がある中で問題解決の道を模索した結果、設

備投資負担の重い半導体製造工程のみを請け負うビ

ジネスモデル「半導体ファウンドリビジネス」が解決

策になると考えた。そこで 1987 年に世界初の半導体

ファウンドリビジネス専業の企業として TSMC が設立

された。これは次第に巨額となる新規設備投資に苦し

められていた世界の半導体企業のニーズにマッチし

ていた。また半導体設計企業の開発にも自由度をもた

らすなど、世界の半導体産業が進化するためのボトル

ネックを解消することに繋がった。なお、台湾当局は

TSMC 開業資金の 48％を出資している。この時代に、

TSMCや UMCのほか、ASEが設立されるなど、台湾半導

体産業の中核を担う主要企業が次々と誕生している。 

そして今日、これらの台湾半導体関連企業が世界の

半導体製造市場の中核を担っている。AI市場の発展に

不可欠な GPUなど、先端半導体の大半を台湾内で製造

することで、世界における台湾の存在感は確固たるも

のになっている。台湾のシリコンシールドの原点には、

1970年代から現在に続く、世界からの孤立という課題

に立ち向かうための「台湾流経済安全保障戦略」の存

在があった。 
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